
工 業 用 水 道 事 業 会 計



 



議第 12 号 

 

 

令和６年度胎内市工業用水道事業会計予算 

 

（総則） 

第１条 令和６年度胎内市の工業用水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

（１）給水件数             １件 

（２）年間総給水量         182,500 ㎥ 

（３）１日平均給水量         500 ㎥  

（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

                     （単位：千円） 

収         入 

第１款 工業用水道事業収益            11,596 

第１項 営 業 収 益             4,061 

  第２項 営 業 外 収 益             7,535 

                     （単位：千円） 

支         出 

第１款 工業用水道事業費用            12,960 

第１項 営 業 費 用            11,607 

  第２項 営 業 外 費 用              353 

第３項 予  備  費             1,000 
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（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

 （単位：千円） 

収         入 

第１款 資 本 的 収 入           1,410 

第１項 他 会 計 補 助 金            1,410 

                     （単位：千円） 

支         出 

第１款 資 本 的 支 出             1,410 

第１項 企 業 債 償 還 金             1,410 

（一時借入金） 

第５条 一時借入金の限度額は、2,000 千円と定める。 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第６条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定 

める。 

（１）各項に計上した予定額に過不足を生じた場合における同一款内の各項の間の流用 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第７条 次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、

又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければな

らない。 

（１） 職員給与費   431 千円 

（他会計からの補助金） 

第８条 胎内市工業用水道事業助成のため一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、

1,457 千円である。 
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（たな卸資産購入限度額） 

第９条 たな卸資産の購入限度額は、50 千円と定める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                   令和６年２月 20 日  提 出 

                    胎 内 市 長  井 畑 明 彦 
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予 算 に 関 す る 説 明 書



 



Ⅰ　重要な会計方針

　　財務諸表等の作成については、改定後の地方公営企業会計基準を適用している。

　１　たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　　たな卸資産（貯蔵品）は先入先出法による原価法による。

　２　固定資産の減価償却の方法

　　　有形固定資産

　　　　・減価償却の方法 定額法による。

　　　　・主な耐用年数

　　　　　　構築物 30～40年

　　　　　　機械及び装置 ８～20年

　３　引当金の計上方法

　　　貸倒引当金

　　　　貸倒実績がないので、計上しない。

　４　消費税及び地方消費税の会計処理

　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によるものとする。

Ⅱ　セグメント情報の開示

　　工業用水道事業会計のみの運営であるので、セグメント情報の開示は省略する。

注　　記

-107-



収 益 的 収 入 及 び 支 出

収 入 　第１款　工業用水道事業収益 （単位：千円）

節

区　　分 予 定 額

1 4,061

1 給 水 収 益 4,061 給 水 収 益 4,061 工業用水道料金収益

2 7,535

1 他 会 計 補 助金 47 他 会 計 補 助 金 47 一般会計補助金

2 長期前受金戻入 7,488 他会計補助金戻入 2,052

工 事 負 担 金 戻 入 5,436

11,5961 工 業 用 水 道 事 業 収 益 合 計

令和６年度胎内市工業用水道事業会計予算実施計画

営 業 収 益

項　　目 予 定 額 説　　　　　明

営 業 外 収 益
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支 出 　第１款　工業用水道事業費用 （単位：千円）

節

区　　分 予 定 額

1 11,607

1 原 水 費 3,336 委 託 料 469 浄水場運転管理業務委託料

修 繕 費 100 機器類等修繕

動 力 費 2,767 浄水場等電気料金

2 配 水 費 194 委 託 料 44 水質検査業務委託料

修 繕 費 100 管路等修繕

材 料 費 50 修繕用材料

3 総 係 費 588 給 料 262 職員　１人

手 当 等 15 通勤手当 5

時間外勤務手当 10

法 定 福 利 費 154 共済組合納付金等

旅 費 20

退 職 手 当 組 合 費 50 退職手当組合納付金

通 信 運 搬 費 1 後納郵便料

委 託 料 20 電算処理業務委託料

手 数 料 3 小切手帳発行手数料

負 担 金 56 情報ネットワーク負担金

保 険 料 7 建物総合損害共済保険料 2

日本水道協会賠償責任保険料 5

4 減 価 償 却 費 7,489
有 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

7,489 構築物 5,570

機械及び装置 1,919

2 353

1 支 払 利 息 53 企 業 債 利 息 47

借 入 金 利 息 6 一時借入金利息

2
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

300
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

300 消費税及び地方消費税納付額

3 1,000

1 予 備 費 1,000 予 備 費 1,000

12,960

項　　目 予 定 額 説　　　　　明

営 業 費 用

1 工 業 用 水 道 事 業 費 用 合 計

営 業 外 費 用

予 備 費

（長期給付追加費用、旧恩給組合費用、公務災害含む）
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資 本 的 収 入 及 び 支 出

収 入 　第１款　資本的収入 （単位：千円）

節

区　　分 予 定 額

1 1,410

1 他 会 計 補 助金 1,410 他 会 計 補 助 金 1,410 一般会計補助金

1,410

項　　目 予 定 額 説　　　　　明

他 会 計 補 助 金

1 資 本 的 収 入 合 計

-110-



支 出 　第１款　資本的支出 （単位：千円）

節

区　　分 予 定 額

1 1,410

1 企 業 債 償 還金 1,410 1,410 企業債償還元金（定期償還分）

1,410

項　　目 予 定 額 説　　　　　明

1 資 本 的 支 出 合 計

建設改良費等の財
源に充てるための
企 業 債 償 還 金

企 業 債 償 還 金
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令和６年度胎内市工業用水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

（単位：千円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　　当年度純損失 △ 107

　　　減価償却費 7,489

　　　長期前受金戻入額 △ 7,488

　　　支払利息 53

　　　未収金の増減額（△は増加） 1

　　　未払金の増減額（△は減少） △ 4

　　　小計 △ 56

　　　利息の支払額 △ 53

　　　業務活動によるキャッシュ・フロー △ 109

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　一般会計からの補助金による収入 1,282

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー 1,282

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 1,410

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 1,410

　　　資金増加額（又は減少額） △ 237

　　　資金期首残高 12,160

　　　資金期末残高 11,923

（令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで）
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   １  総括

   ア  会計年度任用職員以外の職員

寒冷地手当
手　　当

△ 17

比  　較

勤務手当 別勤務手当

本 年 度

（千円）

前 年 度

（千円）

単身赴任

比  　較 △ 17

前 年 度 10

手　　当 手　　当

32

（千円）

本 年 度 10 15

（千円）（千円） （千円） （千円） （千円）

休日給
宿 日 直

区   分
時 間 外 管理職員特

合計

比  　較

前 年 度 17 5

5

単身赴任
手　　当 手　　当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

28 20

通勤手当 地域手当

手
当
の
内
訳

区   分
期末勤勉

管理職手当 扶養手当 住居手当

（千円） （千円）

285 126 411

比  　較 9 △ 17 △ 8

1( )本 年 度

前 年 度

比  　較

32

手
当
の
内
訳

区   分
期末勤勉

本 年 度

（人） （人）

277 154 431

前 年 度 1( ) 253

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本 年 度 1( ) 262 15

（人） （人） （千円）

区   分
職 員 数

特別職 一般職

給　料
職 員 数

特別職 一般職 報　酬 手　当 計 法定福利費 合　計

△ 17

管理職員特
別勤務手当

合計

15

（千円）（千円）

比  　較

前 年 度 10 32

10

給　　与　　費

（千円）

休日給
宿 日 直
手　　当区   分

時 間 外
勤務手当

（千円） （千円） （千円）

寒冷地手当

本 年 度

給　　与　　費　　明　　細　　書

区   分

17

△ 17

報　酬
（千円）

給　料
（千円）

262

253

28

計
（千円）

277

285

5

5

20

（千円）

154

126

給　　与　　費

1( )

△ 8△ 179

扶養手当

（千円）

管理職手当

（千円）

地域手当

（千円）

通勤手当

（千円）

住居手当

（千円）

合　計
（千円）

431

411

手　当
（千円）

15

32

法定福利費
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   イ  会計年度任用職員

法定福利費 合　計
（人）

区   分
職 員 数 給　　与　　費

特別職 一般職 報　酬 給　料 手　当 計
（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

※（ ）内には、短時間勤務職員の職員数を記載している。

寒冷地手当
手　　当

その他の △ 17 人事異動等

増減分

手   当 伴う増減分

制度改正に

その他の 3 人事異動等

増減分

令和５年４月１日給料表改定

給   料

6

9

（千円）

区   分 増 減 事 由 別 内 訳 説　　　　　明 備　　　考
（千円）

増加分

昇給に伴う

伴う増減分

（千円）

給与改定に

増 減 額

本 年 度

　 ２　給料及び手当の増減額の明細

比  　較
手
当
の
内
訳

比  　較

△ 17

本 年 度  ( )

前 年 度  ( )

比  　較  ( )

区   分
期末勤勉

管理職手当 扶養手当 住居手当 通勤手当 地域手当
単身赴任

手　　当 手　　当
（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本 年 度

前 年 度

区   分
時 間 外 管理職員特

合計
勤務手当 別勤務手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

休日給
宿 日 直

前 年 度
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（１）職員１人当たり給与

(円)

(円)

(歳)

(円)

(円)

(歳)

（２）初任給

（３）級別職員数

※（ ）内には、短時間勤務職員の職員数及び構成比を記載している。

（級別の基準となる職務）

行　　政　　職

参　　事
主　　幹

主　　任課　　長
参　　事

係　　長
副 主 幹
主　　査

　 ３　給料及び手当の状況

主　　事
技　　師

区　　分 ６級

 ( )

１級５級 ４級 ３級 ２級

 ( )  ( ) 計  ( )

主　　事
技　　師

３級

１級  ( )
計
１級  ( )  ( )

 ( ) ( )

５級

 ( )
２級  ( )  ( ) ２級  ( )  ( )

１月１日現在　
 ( )  ( )

 ( )  ( )

３級  ( )  ( )
 ( )４級  ( )

計
６級

令和５年 ４級

 ( )  ( )
５級  ( )  ( )

 ( )
 ( )

 ( )

 ( )
 ( )  ( )
 ( )

 ( )  ( )

 ( )  ( ) 計
 ( ) １級

２級

 ( )
４級  ( )  ( )
５級

１級  ( )
２級

１月１日現在　 ３級  ( )  ( ) ３級

 ( )  ( )

 ( )

 ( )

区　　　分 行　　政　　職 技 能 労 務 職
平 均 給 料 月 額

(円) (円)

技能労務職
一　般　会　計　の　制　度

令和５年１月１日現在 平 均 給 与 月 額

164,000164,000 166,600

(円)

平 均 年 齢

行　　政　　職

令和６年１月１日現在

平 均 給 料 月 額

平 均 給 与 月 額
平 均 年 齢

(円)

区　　分 行　　政　　職 技能労務職

高　校　卒
大　学　卒

級

196,200
166,600
196,200

区　　分
職員数 (人)

令和６年 ４級

行　　政　　職

 ( )
５級
６級

 ( )  ( )

技 能 労 務 職
級 職員数 (人) 構成比 (%)構成比 (%)

 ( )
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（４）昇給

(Ｂ)／(Ａ)

(Ｂ)／(Ａ)

（５）期末手当・勤勉手当

※（ ）内には、再任用職員の標準的な支給率を記載している。

（６）定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

（７）その他の手当

一般会計の制度
2.250 2.250 4.500 5%～15%

（1.175） （1.175） （2.350） （5%～15%）

前　　年　　度
2.200 2.300 4.500 5%～15%

（1.150） （1.200） （2.350） （5%～15%）

2.250 4.500 5%～15%
（1.175） （1.175） （2.350） （5%～15%）

職制上の段階、
職務の級等に
よる加算措置

備考区　　分 12月

の制度

支給率等 24.586875

本　　年　　度
2.250

47.709

新潟県
市町村
総合事
務組合
共同処
理

勤続期間25年以上で、かつ、60歳から10年
を減じた年齢以上で自己都合以外の理由に
より退職した場合は、60歳と退職年齢の差
１年につき２％加算（最大20％）

地　　域　　手　　当 同

その他の加算措置等
の者(月分) の者(月分)

25年勤続

一般会計と同じ

区分

47.709

35年勤続
備考

(支給率等)

最高限度

(月分)

一般会計 33.27075

の者(月分)

行　政　職 技能労務職

差異の内容一般会計の制度との異同

(月分)

33.27075 47.709

20年勤続

24.586875 47.709

通　　勤　　手　　当 同

住　　居　　手　　当 同

扶　　養　　手　　当 同

前
　
　
年
　
　
度

職 員 数

（人）

（人）

（％）

区　　　　分

（人）

（人）

昇給に係る職員数
２ 号 給
３ 号 給
４ 号 給

比 率

昇給に係る職員数
（Ａ）

区　　　分 合　　計

本
　
　
年
　
　
度

５ 号 給

（Ｂ） （人）

職 員 数 （Ａ）

（人）

（人）

（人）

号 給 数 別 内 訳

（人）

６ 号 給

（人）

（人）

（Ｂ）
２ 号 給

４ 号 給

(月分) (月分)

（人）

比 率
６ 号 給

（人）

支給期別支給率

３ 号 給

５ 号 給
号 給 数 別 内 訳

支給率計

（人）

（％）

６月
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（令和７年３月３１日）

資　　　産　　　の　　　部

１　固   定   資   産

 （1）有 形 固 定 資 産

 　　イ　構　　　築　　　物 226,531

 　　　　減 価 償 却 累 計 額 △105,545 120,986

 　　ロ　機　械 及 び 装 置 42,751

 　　　　減 価 償 却 累 計 額 △20,780 21,971

 　　　　有 形 固 定 資 産 合計 142,957

 　　　　固  定  資  産　合　計 142,957

２　流   動   資   産

 （1）現　 金 ・ 預　 金 11,923

 （2）未　　  収  　　金 325

 　　　　流  動  資  産　合　計 12,248

 　　　　資  　 産　　合 　  計 155,205

負　　　債　　　の　　　部

３　流   動   負   債

 （1）企　　  業　   債

 　　イ　建設改良費等の財源に

 　　　　充てるための企業債 1,084

 　　　　企　 業　 債　 合　 計 1,084

 （2）未　　  払　   金 205

 　　　　流  動  負  債　合　計 1,289

４　繰   延   収   益

　　  長 期  前  受  金 271,581

 　　 長期前受金収益化累計額 △127,996

 　　　　繰  延  収  益　合　計 143,585

 　　　　負  　 債　　合 　  計 144,874

資　　　本　　　の　　　部

５　資　　　本　　　金  7,155

６　剰　　　余　　　金

 （1）利  益  剰  余  金

 　　イ　当年度未処分利益剰余金 3,176

 　　　　利 益 剰 余 金 合　 計 3,176

 　　　　剰   余   金 　合 　計 3,176

 　　　　資  　 本  　合 　  計 10,331

 　　　　負  債　資  本　合  計 155,205

令和６年度胎内市工業用水道事業会計予定貸借対照表

（単位：千円）
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（単位：千円）

１　営   業    収   益

 （1）給　  水　  収　  益 3,888 3,888

２　営   業    費   用

 （1）原       水       費 2,634

 （2）配  　　 水  　　 費　 203

 （3）総　　   係   　　費 502

 （4）減  価   償  却　 費 7,494 10,833

　　 　　営　　業　　損　　失 6,945

３　営　業　外　収　益

 （1）他 会 計　補  助  金 78

 （2）長 期 前 受 金 戻 入 7,488

 （3）雑　　   収   　　益 1 7,567

４　営　業　外　費　用

 （1）支　  払　  利　  息 78 78 7,489

　　　 　経　　常　　利　　益  544

　　　　 当　年　度　純　利　益 544

　　　　 前 年 度繰越利益剰余金 2,739

　　　　 当年度未処分利益剰余金 3,283

令和５年度胎内市工業用水道事業会計予定損益計算書
（令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで）
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１　固   定   資   産

 （1）有 形 固 定 資 産

 　　イ　構　　　築　　　物 226,531

 　　　　減 価 償 却 累 計 額 △99,975 126,556

 　　ロ　機　械 及 び 装 置 42,751

 　　　　減 価 償 却 累 計 額 △18,861 23,890

 　　　　有 形 固 定 資 産 合計 150,446

 　　　　固  定  資  産　合　計 150,446

２　流   動   資   産

 （1）現　 金 ・ 預　 金 12,160

 （2）未　　　収　　　金　 326

 　　　　流  動  資  産　合　計 12,486

 　　　　資  　 産　　合 　  計 162,932

負　　　債　　　の　　　部

３　固   定   負   債

 （1）企　　  業　   債

 　　イ　建設改良費等の財源に

 　　　　充てるための企業債 1,084

 　　　　企　 業　 債　 合　 計 1,084

 　　　　固  定  負  債　合　計 1,084

４　流   動   負   債

 （1）企　　  業　   債

 　　イ　建設改良費等の財源に

 　　　　充てるための企業債 1,410

 　　　　企　 業　 債　 合　 計 1,410

 （2）未　　  払　   金 209

 　　　　流  動  負  債　合　計 1,619

５　繰   延   収   益

　　  長 期  前  受  金 270,299

 　　 長期前受金収益化累計額 △120,508

 　　　　繰  延  収  益　合　計 149,791

 　　　　負  　 債　　合 　  計 152,494

資　　　本　　　の　　　部

６　資　　　本　　　金  7,155

７　剰　　　余　　　金

 （1）利  益  剰  余  金

 　　イ　当年度未処分利益剰余金 3,283

 　　　　利 益 剰 余 金 合　 計 3,283

 　　　　剰   余   金 　合 　計 3,283

 　　　　資  　 本  　合 　  計 10,438

 　　　　負  債　資  本　合  計 162,932

（単位：千円）

令和５年度胎内市工業用水道事業会計予定貸借対照表
（令和６年３月３１日）

資　　　産　　　の　　　部
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